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有価証券関係 (単位　百万円)

種　　類
2021年度（2022年3月31日現在） 2022年度（2023年3月31日現在）

貸借対照表
計上額 時価 差額 貸借対照表

計上額 時価 差額

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

国債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
地方債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
社債 871 873 2 1,052 1,054 1
その他 ─ ─ ─ ─ ─ ─
小　計 871 873 2 1,052 1,054 1

時価が貸借対照表
計上額を超えない
もの

国債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
地方債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
社債 10,124 9,954 △    169 10,609 10,412 △    196
その他 ─ ─ ─ ─ ─ ─
小　計 10,124 9,954 △    169 10,609 10,412 △    196

合　計 10,995 10,827 △    167 11,662 11,467 △    195

2021年度（2022年3月31日現在） 2022年度（2023年3月31日現在）

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額
子法人等株式 26 26
関連法人等株式 9 9

種　　類
2021年度（2022年3月31日現在） 2022年度（2023年3月31日現在）

貸借対照表
計上額 取得原価 差額 貸借対照表

計上額 取得原価 差額

貸借対照表計上額が
取得原価を超える
もの

株式 5,703 1,583 4,120 6,105 1,676 4,429
債券 80,889 80,299 590 38,085 37,889 195

国債 38,878 38,562 315 8,575 8,512 62
地方債 17,325 17,187 137 15,867 15,787 80
社債 24,686 24,549 137 13,642 13,589 53

その他 31,544 28,773 2,771 34,385 33,437 947
小　計 118,137 110,655 7,482 78,576 73,003 5,573

貸借対照表計上額が
取得原価を超えない
もの

株式 876 1,041 △   　164 1,136 1,209 △     　73
債券 123,177 124,228 △   1,050 134,336 136,741 △   2,405

国債 24,870 25,169 △   　299 38,144 38,544 △   　399
地方債 40,423 40,746 △   　323 34,492 35,046 △   　553
社債 57,884 58,311 △   　427 61,699 63,150 △   1,451

その他 79,474 84,094 △   4,620 93,342 101,076 △   7,734
小　計 203,528 209,364 △   5,836 228,816 239,028 △ 10,212

合　計 321,666 320,019 1,646 307,392 312,031 △   4,638

2021年度（2022年3月31日現在） 2022年度（2023年3月31日現在）
貸借対照表計上額（百万円） 貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 530 502
組合出資金 655 760

種　　類
2021年度 2022年度

売却原価 売却額 売却損益 売却原価 売却額 売却損益
社債 873 873 ─ 70 70 ─

合　計 873 873 ─ 70 70 ─

貸借対照表の「有価証券」勘定以外で表示されているものはありません。

満期保有目的の債券

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式

（注）子法人等株式及び関連法人等株式で市場価格があるものは該当ありません。

その他有価証券

（注）上表に含まれない市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額

組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日）第24－16項に基づき、時価開示の対象とは
しておりません。

会計年度中に売却した満期保有目的の債券

（売却の理由）
2021年度及び2022年度は、買入消却によるものであります。
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種　　類
2021年度 2022年度

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株式 221 15 17 0 0 ─

債券 102,464 158 417 78,138 163 322

国債 101,591 158 417 69,410 154 225

地方債 ─ ─ ─ 5,711 ─ 82

社債 873 ─ ─ 3,016 8 14

その他 102,820  2,067 1,485 138,217 1,095 1,444

合　計 205,506 2,241 1,921 216,355 1,258 1,766

金銭の信託関係 (単位　百万円)
運用目的の金銭の信託

種　　類
2021年度（2022年3月31日現在） 2022年度（2023年3月31日現在）

貸借対照表計上額 当期の損益に
含まれた評価差額 貸借対照表計上額 当期の損益に

含まれた評価差額

運用目的の金銭の信託 7,920 ─ 7,966 ─

その他有価証券評価差額金 (単位　百万円)
貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

種　　類 2021年度
(2022年3月31日現在)

2022年度
(2023年3月31日現在)

評価差額 1,646 △ 4,638

その他有価証券 1,646 △ 4,638

その他の金銭の信託 ─ ─

繰延税金資産 ─ 1,515

(△) 繰延税金負債 405 ─

その他有価証券評価差額金 1,241 △ 3,123

会計年度中に売却したその他有価証券

保有目的を変更した有価証券
2021年度及び2022年度ともに該当ありません。

減損処理を行った有価証券
（2021年度）

売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く。）のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著
しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とする
とともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下、「減損処理」という。）しております。

当事業年度における減損処理額はありません。
なお、時価が「著しく下落した」と判断するための「合理的な基準」として、期末日の時価が簿価の30％以上下落したものについて、

個々の銘柄の時価の回復可能性の判断を行い、時価が回復する見込みがあると認められないものについて減損処理を行っております。
（2022年度）

売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く。）のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著
しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とする
とともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下、「減損処理」という。）しております。

当事業年度における減損処理額は、382百万円（うち株式50百万円、債券332百万円）であります。
なお、時価が「著しく下落した」と判断するための「合理的な基準」として、期末日の時価が簿価の30％以上下落したものについて、

個々の銘柄の時価の回復可能性の判断を行い、時価が回復する見込みがあると認められないものについて減損処理を行っております。

満期保有目的の金銭の信託
2021年度及び2022年度ともに該当ありません。

その他の金銭の信託
2021年度及び2022年度ともに該当ありません。
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